
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE BIKE O & COMPANY Ltd.

最終更新日：2015年3月9日
株式会社バイク王＆カンパニー

代表取締役社長執行役員 石川 秋彦

問合せ先：取締役執行役員 山縣 俊 ＴＥＬ：03-6803-8855

証券コード：3377

http://www.8190.co.jp/company/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社では、株主をはじめとする各ステークホルダーの信頼に応える経営の実現のために、経営の迅速性、正確性および公正性が企業の姿勢とし
て求められていると認識しております。これらの期待に応え、経営の効率性と業績の向上、コンプライアンスの徹底を図るべくコーポレート・ガバナ
ンスの体制の構築および強化については経営上の最重要課題として取り組んでおります。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

石川秋彦 3,922,900 25.61

加藤義博 3,059,000 19.97

有限会社ケイ 900,000 5.88

株式会社ユー・エス・エス 773,300 5.05

本多均 764,000 4.99

株式会社ジャスティス 524,000 3.42

石川ゆかり 423,600 2.77

バイク王＆カンパニー従業員持株会 343,500 2.24

加藤信子 294,000 1.92

株式会社ジャスト 150,000 0.98

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

特記すべき事項はありません。 

上場取引所及び市場区分 東京 第二部

決算期 11 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 



特記すべき事項はありません。 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

【監査役関係】 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 6 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

齊藤 友嘉 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

齊藤 友嘉 ○

会社法第423条第１項の損害賠償責任を 
限定する契約を締結しており、当該契約 
に基づく賠償の限度額は法令が規定する
額を限度額としております。

弁護士としての豊富な経験と高度な専門知識 
を当社経営に活かすとともに、社外取締役とし
て社会的公正な決定および経営監督の実効
性向上の実現のために期待される役割を十分
に発揮いただけると判断し、選任しておりま
す。 
また、当社との特別な利害関係はないことから
一般株主との利益相反のおそれがなく、中立・
公正な立場を保持できると判断し、独立役員と
して指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

【独立役員関係】 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

当社は、有限責任監査法人トーマツを独立監査人として金融商品取引法に基づく財務諸表に関する書類の監査を受けております。また同監査法
人を会社法に基づく会計監査人として選任しており監査を受けております。監査役会と監査法人との連絡および情報交換の体制については、定 
期会合を開催し、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。 
 
監査役と内部監査室との連絡および情報交換については、内部監査室より毎月１回監査結果について常勤監査役に報告するほか、相互の情報
交換・意見交換を行う等の連携を密にし、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

諏訪 浩 他の会社の出身者

山口 達郎 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

諏訪 浩 ○

会社法第423条第１項の損害賠償責任を 
限定する契約を締結しており、当該契約 
に基づく賠償の限度額は法令が規定する
額を限度額としております。

証券会社における職務を通じ豊富な知識と経 
験を有していることに加え、監査役としての経 
歴も長いことから、高い監査機能を発揮してい
ただけると判断し、選任しております。 
また、当社との特別な利害関係はないことから
一般株主との利益相反のおそれがなく、中立・
公正な立場を保持できると判断し、独立役員と
して指定しております。

山口 達郎  

会社法第423条第１項の損害賠償責任を 
限定する契約を締結しており、当該契約 
に基づく賠償の限度額は法令が規定する
額を限度額としております。

証券会社における職務を通じ豊富な知識と経 
験を有していること、ならびに他社において会 
社経営に携わっていたことから、高い監査機能
を発揮していただけると判断し、選任しており
ます。

独立役員の人数 2 名



その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明

 

該当項目に関する補足説明

 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

特記すべき事項はありません。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況 その他、該当項目に関する補足説明

ストックオプション制度を導入しており、過去に取締役に新株予約権を付与しておりますが、コーポレートガバナンス報告書提出日現在、取締役に
新株予約権は付与されておりません。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

前事業年度における当社の取締役に対する役員報酬は以下のとおりです。 
取締役の年間報酬総額 142,650千円（2014年11月期支給額） 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

――― 

１．社外取締役のサポート体制について 
当社は、総務法務グループによる情報提供・報告・連絡等（以下、連絡等という）のサポート体制を確保しております。また、必要に応じ、取締役 
（コミュニケート部門管掌）による連絡等も行い、経営監視の強化に努めております。 
 
２．社外監査役のサポート体制について 
当社は、常勤監査役による連絡等に加え、監査役スタッフ１名を配置し、連絡等のサポート体制を確保しております。また、必要に応じ、取締役
（コミュニケート部門管掌）による連絡等も行い、経営監視の強化に努めております。 

１．業務執行について 
当社は、取締役会において、経営ならびに業務執行にかかる意思決定を行っております。 
取締役会は、１名の社外取締役を含む５名の取締役より構成されており、原則として毎月１回定時取締役会を開催し、必要に応じて適宜、臨時取
締役会を開催しております。開催にあたって、上記取締役５名のほか、監査役３名も出席しております。 
また、経営上の意思決定、業務執行に関わる重要な事項については、必要に応じて取締役会での決議に加え、執行役員会等の会議体および内
部統制委員会において随時検討し、必要に応じて取締役会に議案を上程しております。主たる会議体等の概要につきましては、以下のとおりで
あります。 
 
（１）執行役員会 
当社取締役執行役員および執行役員を構成員とし、原則として毎月１回開催しております。当会議においては、当社グループの経営方針、 
予算案、新規事業計画案、その他会社の重要事項について審議し、取締役会決議事項については、取締役会に上程しております。 
 
（２）内部統制委員会 
最高責任者：代表取締役、委員長：取締役（コミュニケート部門管掌）および委員長が選任し代表取締役が任命した者より構成されており、１ヶ月
に１回以上開催しております。当委員会は、内部統制の４つの目的である、「業務の有効性及び効率性」、「財務報告の信頼性」、「事業活動に関
わる法令等の遵守」および「資産の保全」を達成するために内部統制システムを整備・運用し、監督する役割を有しております。 
 
２．監査・監督について 



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

（１）監査役監査について 
当社は、会社法に基づく監査役会を設置しており、株主の負託を受けた独立の機関として、取締役の業務執行を監査しております。監査役会は
代表取締役との定期会合を開催し、常勤監査役は取締役会に限らず各取締役等と定例会合を持ち、社内の重要な会議・プロジェクトの状況に対
し多角的な視点から取締役の業務執行を監査するとともに、法令・定款等の遵守状況について厳格に監査しております。なお、内部監査室およ
び監査法人とも相互の情報交換・意見交換を行う等の連携を密にし、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。また、社外監査役は、よ
り中立な立場から客観的に監査を行い、監査体制の独立性および中立性を確保し、経営監視の実効性を高めております。 
 
（２）会計監査について 
当社は、有限責任監査法人トーマツを独立監査人として金融商品取引法に基づく財務諸表に関する書類の監査を受けております。また、同監査 
法人を会社法に基づく会計監査人として選任しており監査を受けております。なお、会計監査業務を執行する公認会計士は大高俊幸氏および陸
田雅彦氏であり、会計監査業務にかかる補助者は、公認会計士４名、会計士補等４名となっております。 
 
（３）内部監査について 
当社は内部監査室を設置しており、取締役（内部監査室管掌）のもと専任３名が年度監査計画に基づき業務監査、個人情報監査、内部統制の整
備・運用状況の有効性評価等を実施し、コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取り組みを支援しております。また、監査結果は代表取締役、
管掌取締役および取締役会に報告するとともに、常勤監査役に対しても毎月1回報告を行い情報の共有化を図っております。 
 
３．指名について 
取締役の指名については、経営にかかわる技能・知識に加え、人格等の適性を総合的に鑑み、各取締役が適切な人物を推薦したうえで、取締役
会にて協議して候補者を選定しております。また、候補者は最終的に株主総会の承認を経て取締役に就任しております。 
監査役の指名については、監査役として必要とされる技能・知識に加え、人格等の適性を総合的に鑑み、取締役会または監査役会が適切な人
物を推薦したうえで候補者を選定しております。また、候補者は最終的に株主総会の承認を経て監査役に就任しております。 
 
４．報酬決定等の機能について 
取締役の報酬決定については、株主総会において決議された総額のうち、経営にかかわる技能・知識・経験等の適性および業績に対する貢献度
等を総合的に鑑み、妥当であると考えられる金額を取締役会にて協議して決定しております。 
監査役の報酬決定については、株主総会において決議された総額内にて、監査役会において協議し、決定しております。 
 

当社は、上記に述べるような体制を採ることにより、十分なコーポレート・ガバナンスが達成できると考えており、現状の体制を採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
2015年２月開催の第17回定時株主総会招集通知につきましては、法定期日の２日前に発送し
ております。

その他
株主様の当社への理解を促進する目的をもって、スライドやナレーションを用いた株主総会の 
ビジュアル化を推進しております。今後につきましても、一層の株主総会の活性化および議決 
権行使の円滑化に向けて取り組んでまいります。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 コーポレートサイトにおいて、ＩＲポリシーとして公表しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期毎の決算発表後を目処に、代表取締役社長執行役員による説明会を開
催しております。また、四半期決算発表後毎に個別ミーティングを実施しており
ます。 
（2014年７月）2014年11月期 第２四半期決算説明会開催 参加者15名 
（2015年１月）2014年11月期 決算説明会開催 参加者12名 

あり

IR資料のホームページ掲載

自社WEBサイトにおいて、都度、ＩＲ資料（決算情報、決算情報以外の適時 
開示資料、その他のニュースリリース、有価証券報告書、会社説明会資料 
等）を掲載するとともに、会社説明会開催毎にプレゼンテーション動画を掲 
載・配信しております。

IRに関する部署（担当者）の設置

当社は、IRの方針として、IR担当役員を代表取締役社長執行役員と定め、代
表者自らがIRに対する姿勢を示すとともにその責任を自覚し、決算発表会・ア
ナリストや機関投資家を対象とする個別説明の実施に加え、説明会等につい
ても積極的に開催・参加しております。 
 
また、取締役（コーポレート・コミュニケート部門管掌）を情報取扱責任者として 
選任し、IR業務をコーポレート部門 コーポレートグループが担当しておりま 
す。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社は、社員全員が企業の社会的責任を自覚し、法令の遵守はもとより社会規範に則った行 
動を行うために「バイク王＆カンパニーグループ企業行動憲章」を定め、社会の発展に寄与す 
ることとしております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

当社は、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、法令等の遵守、資産の保全の４つの目的を達成するために、「内部統制システムの基本方
針」を定め、内部統制システムの整備・運用を推進し、リスクマネジメントを行っております。 
また、代表取締役を最高責任者とした内部統制委員会を設置し、内部統制システムの整備・運用を推進しております。 
 
１．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
 
（１）バイク王＆カンパニーグループ企業行動憲章およびコンプライアンス規程を制定し、当社グループの取締役および従業員は法令・定款およ 
び当社グループの規程・規則等ならびに社会規範を遵守して事業活動を行う。また内部統制委員会およびコンプライアンス担当部門を設置し、当
社グループのコンプライアンスを推進する。 
 
（２）取締役は、取締役会の決定に基づき、各取締役の業務分担に応じた業務を執行し、その状況を取締役会に報告する。 
 
（３）会社情報開示については、内部統制委員会情報開示部会において、情報開示の基本方針、開示手順等を定め、情報の適正性・適時性およ 
び公正性を確保する。 
 
（４）内部監査部門として内部監査室を設け、業務監査、個人情報監査、内部統制の整備・運用状況の有効性評価等を実施し、コーポレート・ガバ
ナンスの強化に向けた取組みを支援する。 
 
（５）コンプライアンスに関する相談窓口として、内部通報制度を設ける。内部通報制度の情報受領者は、社内のホットライン部会、第三者機関で 
ある弁護士および通報制度受付窓口の専門会社とし、従業員等からの通報により組織的または個人に関わる法令に違反するおそれのある事由
等の未然防止に取り組む。 
 
（６）監査役は、株主の負託を受けた独立の機関として取締役の職務の執行を監査することにより、企業の健全で持続的な成長を確保し、社会的
信頼に応える良質な企業統治体制を確立する。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制整備 
 
取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存、管理すること
とし、定められた保存期限内は閲覧可能な状態を維持することとする。 
 
３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制 
 
（１）損失の危険の管理については、リスク管理規程を定め、内部統制委員会がグループの横断的なリスクマネジメントを行い、発生の未然防止・
低減に努める。また取締役または各部署の業務責任者が業務上のリスクマネジメントを行い、発生の未然防止・低減に努める。 
 
（２）重大なリスクが発生した場合は、緊急対策本部を設置し損害の拡大防止、被害の最小化を図る。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 
（１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、取締役会を月一回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨 
時に開催するものとし、取締役会規程および取締役会付議事項を定め、取締役会が決定すべき事項を明確にする。 
 
（２）当社グループの経営方針および経営戦略に関わる重要事項については事前に当社取締役執行役員および執行役員によって構成される執
行役員会において審議し、その審議を経て取締役会に上程する。 
 
（３）取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続きの詳細
について定める。 
 
５．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 
（１）子会社の経営の自主性を尊重しつつ、グループ経営の適正化および効率化に資するため、バイク王＆カンパニーグループ企業行動憲章、コ
ンプライアンス規程および内部通報制度を遵守し、当社グループの業務の適正を確保する体制を整備する。 
 
（２）当社の取締役が子会社の取締役を兼務し、経営のモニタリングを行いガバナンスの強化を図るとともに、子会社管理規程を制定し当社に報
告すべき事項を定める。 
 
（３）内部監査室は子会社について経営方針、諸規程、業務マニュアル等に準拠した業務が行われているかを監査する。 
 
（４）取締役は当社グループにおいて法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、監査役会に報告する。 
また、監査役は当社の取締役に対し意見を述べるとともに、改善策を求めることができる。 
 
６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
 
監査役会が職務を補助すべき使用人を求めた場合は、監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任命するこ
ととする。監査役補助者の評価は監査役会が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については監査役会の同意を得た上
で取締役会が決定することとし、取締役からの独立を確保する。 
 
７．取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われること
を確保するための体制 
 
（１）取締役および使用人は、法定の事項に加え、当社およびグループ各社に重大な影響を及ぼすおそれのある事項、内部監査の実施状況、不 
正行為や重要な法令違反ならびに定款違反行為、内部者通報制度による通報状況等、その他重要な事項等を速やかに監査役に報告する。 
 



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

 

（２）監査役は、取締役会等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締
役または使用人にその説明を求めることができる。 
 
（３）監査役は、内部監査室および会計監査人と情報交換に努め、連携して当社およびグループ各社の監査の実効性を確保する。

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
 
当社グループは反社会的勢力排除に向け、バイク王＆カンパニーグループ企業行動憲章に市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢 
力とは断固として対決する旨を掲げ、反社会的勢力との関係排除に取り組んでおります。 
 
２．反社会的勢力排除に向けた整備状況 
 
当社グループはコンプライアンス要領を制定し、反社会的勢力に対する行動指針を示すとともに、反社会的勢力排除に向け以下の体制を整備し 
ております。 
 
（１）対応担当者および不当要求防止責任者の設置状況 
当社グループの対応部署を業務サポート室とし、事案により関係部署、社外関係先（警察署、顧問弁護士等）と協議し組織的に対応しておりま 
す。また、グループ各社の拠点責任者を不当要求防止責任者として届け出、反社会的勢力からの不当要求に組織的対応ができる体制を整備し 
ております。 
 
（２）外部の専門機関との連携状況 
当社は、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会および本社所在地区の特殊暴力協議会に所属し情報の共有化を図っております。更に万一の有 
事に備え暴力追放運動推進センター、組織犯罪対策課および顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力排除の対応を図れるよう取
り組んでおります。 
 
（３）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況 
全ての取引先に関して反社会的勢力であるかの監査を実施し、反社会的勢力に関する情報を一元管理しております。当該情報により、反社会的
勢力が各種取引に乗じて入り込まないよう事前排除の体制を整備しております。 
 
（４）対応マニュアルの整備状況 
反社会的勢力監査申請・契約締結マニュアル、反社会的勢力排除マニュアル、緊急時（不当要求・火災・その他災害・事件・事故等）対応マニュ 
アルを制定し、組織的対応を行なっております。 
 
（５）研修活動の実施状況 
拠点責任者は、各都道府県の公安委員会へ不当要求防止責任者選任届出書を提出し、責任者講習の参加を必須としております。 
また、本社所轄の警察署・組織犯罪対策課より講師を派遣頂き、拠点責任者を対象に反社会的勢力排除に関する研修を実施し、意識向上・知識
習得および対応力の強化を図っております。 
 
当社グループ社員には、入社時に行う初期研修のコンプライアンスに係るプログラムにおいて、反社会的勢力に対する行動指針の浸透を図ると
ともに、配属後も拠点責任者等からの伝達を通じ、意識向上と対応の徹底を図っております。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

買収防衛策の導入等については、創業者を中心とする当社関係者が発行済株式総数の大部分を保有しているため、特記すべき事項はありませ
んが、企業価値の向上を通じて、企業買収を未然に抑止できる体制の構築に努めております。また、今後において、新株発行等により株主構成 
等に変化が見られると予想される場合は、将来的な株主の利益等を総合的に勘案したうえで随時検討してまいります。 

当社では、株主、顧客・消費者（ユーザー）、地域社会等の利害関係者の方々へ、経営方針、経営目標、財務状況等、会社経営に関わる情報を 
適時・適切に開示するよう努めておりますが、特に株主様や投資家の皆様に対する財務情報の適正な開示は、コーポレート・ガバナンスの重要な
要件と認識し、今後も積極的なＩＲ活動を行ってまいります。また、これに加え、四半期毎の決算報告等について、より迅速に開示できるよう社内
体制の整備を進めてまいります。 


